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第1章はじめに
昭和50年代後半に始まったわが国における土地投機ブームは、その後
『失われた10年』ともいわれるほど、日本経済全般に重大な影響を与え
た。また、最近ではアメリカ発のサブプライムローン問題が「百年に一
度の世界的金融危機」を招くといわれている。地価の急激な上昇そして
その後の地価の下落に伴う投機バブルの破綻は、その国の経済に大きな
混乱を招くことなり、決して好ましいものではない。このような問題の
背後には、地価の値上がりに付随する投機的経済行為があり、それを認
容する制度的欠陥があると考えられる。
本論文では、土地が投機的取引の対象とされる要因の一つに、取得原
価主義会計を基礎とする現行法人税制があると指摘し、投機的取引を抑
制しつつも土地の流動化を阻害しない税制を構築するため、時価会計を
導入することを提言するものである。
第2章土地譲渡益発生要因の分析
次になぜ土地価格は上昇するのであろうか？ここでは、その発生要因
を分析してみることにする。
1．公示価格の推移
下記の表は川崎市役所が提供している昭和45年以降地価公示平均価格
（住宅地）とその変動率の推移である。図1のグラフは川崎市における
住宅地の公示地価の推移をグラフに表したものであり、図2はその変動
率をグラフ化したものであるが、これによると昭和60年代に始まった地
価高騰は異常なものであることがわかる。昭和55年に109，800円であっ
たものが昭和63年には557，800円と10年間の間に5倍になっていること
がわかる。また前年対比の上昇率についてみれば昭和62年対昭和63年は
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106．5％と公示価格でさえ一年間で2倍の上昇をしたことがわかる。これ
は正常な取引によるものといえるのであろうか。
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2．土地譲渡益の発生要因
①土地譲渡益の発生要因の分析
土地の譲渡益の発生要因は次のように分析することができるだろう。
土地譲渡益の発生要因
ア．一般物価水準の変動による地価上昇
イ．個別価格の変動による地価上昇
a．開発利益による地価上昇
b．投機的土地取引による地価上昇
しかし、短期間における地価の大幅な変動をもたらす要因は期待利益
に基づく投機的行為によるものと考えられる。一般に「土地神話」とい
われたほど、土地は投資対象として有利な資産であると思われていた（2）。
地価は経済成長を反映するので、土地バブル発生当時長期的に見れば
上昇するものであるという一般的認識があった（3）。
経済成長開発利益＿壽羅＼！
地価と取得価額の乖離
週剰「消費
土増投礎取引
担保価値増価による信用力の創出（資金調達）
負債の増加
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っまり、経済成長は、開発利益とともに、物価水準の上昇を招き貨幣
価値の変動により地価を上昇させる要因となる。これは土地の収益力
（インカムゲイン）にも裏付けされた、経済成長に伴う実体経済を反映
した地価上昇であるので許容できるものである。
しかし、地価上昇は担保価値増価による信用力の創出を招き、それが
企業の資金調達を容易ならしめ、その資金が収益性の向上へ使われるの
であれば問題はないが、その資金が投機的土地取得に向かうようになる
と実体経済から離れた、自己増殖的な投機的土地取引の循環を招くこと
になる。
これが昭和60年代に発生した我が国のバブル経済であると言える。
このようなファンダメンタルズをはるかに超えた地価高騰が生じた原
因の多くは経済企画庁が発表した「平成5年度年次経済報告（経済白
書）」に言うように土地に対する「価格上昇期待の自己増殖的膨張」によ
るものと考えられる。
この「価格上昇期待の自己増殖的膨張」とは「経済主体がストックの
価格について将来的に上昇期待を高めると、キャピタルゲインを狙った
投機的な需要が膨張し、それが需給を逼迫させるという形で価格を上昇
させることになる。80年代後半には、株価・地価の上昇が大幅かっ継続
的なものとなるにつれ、国民全体のなかに、さらなる値上がり期待が高
まっていった。「財テク」と呼ばれる積極的な金融取引がもてはやされた
り、「地上げ」に象徴される不動産の転売益に関心が集まるなど、企業や
個人の間では、キャピタルゲイン獲得を目的とした株式・不動産投資が
ブームとなった。このような自己増殖的な投機行動が、資産価格を経済
のファンダメンタルズからは考えられないような水準にまで上昇させ、
いわゆる「バブル」を引き起こすこととなった。
当時、株価・地価にっいての値上がり期待がいかに強いものだったか
は、金融機関等から資金を調達して、これを株式や不動産等に投資する
動きが各方面で急増したことに端的に現れている。
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それが、80年代後半に企業・家計等で、株式・土地を中心に総資産の
増加テンポが加速し、同時に負債の増加テンポも加速するという結果と
なったのである。」（4）
また、今回のアメリカにおけるサブプライムローン問題は担保価値増
価に伴う信用力の創出が過剰消費に回り、それに伴う負債も増加し、破
綻に向かった結果だと分析することができる。すなわち、収益性（個人
の所得）に裏付けされていない担保価値増価に伴う資金が、過剰な消費
に回ったため、一時の好景気を招いたが投機的土地取引（いわゆるバブ
ル経済）の崩壊によって破綻する結果となったといえる。
それでは、日本における不動産バブルをもたらした「価格上昇期待」
を行わせる要因はどのようなものであったのだろうか。これは、景気拡
大による賃貸用不動産や事業用不動産にかかる取引の増加などファンダ
メンタルズの動きに裏付けられた地価上昇要因に、不動産向融資の緩和
による資金流動性の増加、国土法や都市計画法などによる容積率等土地
規制緩和による投資収益率の増加のほか、現行土地課税体系および税制
改正による改正インパクトなどによる租税負担率の軽減など投機的要因
が組み合わされたものであると考えられる。
第3章現行の土地税制の問題点
1、取得原価主義による評価益の不透明性
ここでは税制面の問題点を考えてみたい。現行法人税法は企業会計の
処理を基礎として課税が行われている。取得原価主義会計を基礎とする
現行土地税制にはいわゆる延納効果及びこれがもたらすロックイン効果
がある。っまり土地税制が基礎とする取得原価主義は、売却という実現
時点における実現利益に課税され未実現キャピタルゲイン（売却前の値
上り益）には課税されない。このため牽却という実現時期を先延ばしに
すれば保有期問中の地価上昇による値上がり益に対する課税を延期する
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ことができる。また投機的土地取引を排除するために、投機的土地取引
の判断を所有期間によって区分することとしている。すなわち、短期問
の転売による土地取引を投機的取引としている。現在停止されているが
法人税法においては土地の短期間における譲渡利益に対して重課税する
ことにする体系をとっている。
また税制改正が比較的短期間に行われるため、所有しつづければ、現
在よりも譲渡税率が軽減される期待をも持つことができる。この様な制
度的欠陥があるため、いわゆる仮需要と呼ばれるように不要不急な土地
であっても、資金的な余裕があれば地価の上昇を期待して土地を取得し
長期間所有する傾向が認められる（ロックイン効果）このように土地が
投機的取引の対象とされるのは、そのひとつに現行の土地課税体系に内
在している要因があるといえる。
2．スポットによる課税体系
現行の土地課税体系は取得、保有、譲渡というその時点における「ス
ポット」において課税する体系である。取得原価主義会計を前提とする
法人税ではその利用状態や譲渡利益の発生「プロセス」が解明できない
ため、現実には急激な地価上昇局面であっても、譲渡利益は漫然と所有
期間を通じて発生したと仮定するしかなく、累積された未実現キャピタ
ルゲインが売却により一時に発現することによって課税しうることにな
る。このため、土地の投機的取引を排除するためには実態ではなく所有
期間によって判断することとし、短期所有の土地の売却を投機的取引と
認定しその譲渡益に対する税負担を強化する体系を採ることになるので
ある。これにより長期間所有する土地（5年をこえて所有する土地）の
譲渡利益に対する税率は、短期所有の土地譲渡益に比し低減する構造に
ならざるを得ない。このため土地を取得したものは税額軽減のため不要
な土地であっても長期間保有する傾向がある。このように不要な土地取
得を容認し、かつ、長期間保有しつげることを促す効果を持つ現行土地
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課税体系そのものが地価変動要因を内在しているといえる。
現行土地譲渡課税体系は投機的取引による地価高騰という経済現象が
生じた場合にも、地価上昇に伴う投機的含み益の発生「プロセス」を理
論的に実態解明できず、利用状況に応じた課税ではなく、単に所有期閲
のみに投機的土地取引の判断を委ね、土地譲渡益課税及び保有課税に対
する政策的な課税強化によってしかこれに対処する方法がない。
譲渡益発生のプロセス
回
Case2
Case3
團
???
t1取得時t2売却時Case1…取得後すぐに地価が上昇し保有し続けた場合
Case2…安定的に上昇した場合
Case3…地価が変動した（上昇、下落）場合
Case4…保有し続けていたら地価が上昇した場合
ここに問題がある。正確な実態を把握しないまま政策的に地価抑制の
ための税制改正を行なえば、矛盾を生じるのは当然のことである。土地
譲渡益課税の強化は仮需要を抑制する効果は考えられるが、延納効果に
伴う凍結効果を促進させる。譲渡益課税は売却時に対して課税するた
め、土地の供給促進のためには別の税による保有時課税を行なわなけれ
ばならないことになる。しかし保有時課税の強化で投機的土地取引を抑
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制するには、保有課税を高負担にするしかないが、地価上昇が鎮静化す
ると保有課税の強化が経営環境への悪影響となり課税緩和措置を採らざ
るを得なくなるのである。税制改正は土地の投機的需要と供給のバラン
スを崩す。課税が緩和されれば投資収益率が回復するので土地取引が活
発となり地価は再び上昇する要素を帯びてくる。そこに不動産向け融資
拡大等による資金流動性がもたらす投機的土地取得が行われると地価は
再び高騰するのである。
土地投資収益率
譲渡対価一（取得費＋改良費＋保有費用＋譲渡費用）
譲渡対価
課税土地譲渡益
＝譲渡対価一（取得費＋改良費＋譲渡費用）
また、税法上所有期間中における保有税は譲渡対価から控除できない
ため保有課税の強化は、土地投資収益率は減少させ投資意欲は減少させ
る効果はあるが、譲渡税の計算上控除されないため所有者には過重な負
担となる。このように土地保有税の強化によって投機的土地取引を抑制
するには限界がある。
次に示す表は六大都市圏における地価上昇率とその推移を示したもの
であるが、課税緩和が地価上昇を招き、課税強化が地価上昇の沈静化を
促していることが如実に表れている。これにより土地税制の改正が如何
に地価変動に影響をもたらしているかがわかる。
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第4章提言による土地税制の概要
1．譲渡課税の改善整備への提言
先にも述べたように、
①現行の土地税制は地価の変動に対して改正が繰り返して行われて
いるため、租税負担率が一定でない、このため租税負担率が低減す
ると土地取引が増大し、これに不動産向け融資額の緩和等の資金流
動性が拡大すると、さらに地価上昇期待による投機的土地取得が増
大し、その結果地価高騰を招くことになる。
②これに対処するため地価高騰を抑制策として租税負担率を増大さ
せる。しかし地価高騰を抑制するための租税負担率は地価安定期に
は過大となり、また高租税負担による地価の鎮静化は土地取引の減
少や建築等の減少をともなうため経済の停滞を招くこととなる。こ
のため再度租税負担率を低減させなければならなくなる。
このような租税負担率の変更に伴うインパクトが地価高騰の一っと要
因となる。このため現行の取得原価主義による土地譲渡課税体系は地価
変動要因を内在しているものと言える。
これに対する解決策は租税負担率を一定とし、取得原価主義による土
地譲渡課体系がもたらす弊害である、実現時課税による課税の延納効果
を排除できるものでなければならない。
ここで現行法人税法の課税体系と整合性を持った税として土地税制に
時価会計の基本概念を採用した土地増価税制度を導入すべきことを提言
する。
すなわち現行土地税制を規制する税制としては法人税法の特別法とし
て租税特別措置法があるが、この法人税法の本税に対して時価会計の基
本概念を導入し、土地譲渡利益に対して実現時点で課税するのではな
く、未実現利得の発生時点において課税する土地課税体系を提言するも
のである。つまり現行の取得原価主義課税体系である租税特別措置法の
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土地課税を規定改め、土地重課税に代わるものとして土地増価税制度を
導入するものである。
2．未実現保有利得課税に対する課税根拠
取得原価主義課税体系の現行法人税は実現時点で認識する譲渡利益を
認識するが、この未実現キャピタルゲイン課税は、発生時点で認識し課
税するものである。
っまり発生した時点において損益を認識し課税することによって納税
が先行し、取得原価主義課税体系の現行法人税の欠点でもある土地譲渡
課税の延納効果を排除することによって、これに伴う土地保有の凍結効
果を排除するものである。
これは未実現キャピタルゲインに課税するため、課税適状の問題があ
る。しかし、地価の変動による日本経済の混乱を防止するために、この
未実現キャピタルゲイン課税は必要べからざるものであるとの合意が得
られるのであれば、導入すべき制度であると考える。
3．対象となる納税義務者
この制度の納税義務者は
法人税の納税義務ある国内に土地および土地の上に存する権利（以下
「土地等」という）を有する法人、である。
この土地増価課税の対象となる納税義務者は国内に土地等を有する法
人とした。法人に限定したのは、個人はいづれ相続という形でその所有
者の手を離れ、また法人と比べ資金調達能力が大幅に劣るため投機的土
地取得行為にもおのずと限界があると考えられるためである。
4．規定の内容
（1）基準取得価額の評価方法
この規定の納税義務のある法人は各事業年度の終了の日において、こ
一187一
藤浪英也
の法律の施行地内において有する土地等の全てについて財産評価基本通
達に基づき評価を行ない、これによって新たに評価された価額をもっ
て、その土地等に係る基準取得価額とする。なお、資本金1億円以下の
中小法人にあっては、財産評価通達による評価に替えて、継続適用を要
件とし固定資産評価額により評価することも認める。
毎決算期毎に所有資産の財産評価基本通達評価による評価額によって
評価替えを行ない、これを新たな帳簿価額（以下「基準取得価額」とい
う。）とする。なお、この制度が導入される時点において事務負担の増加
化が考えられるので、中小法人については固定資産評価額による評価に
よることも選択的に認める。また中小法人以外については原則として事
務負担に耐えられるものと考えられる。
（2）課税標準額
①評価増額がある場合
次に掲げる一号の金額が二号の金額を超える場合（以下「土地増価
額」という）場合には、その超える部分の金額は各事業年度の所得の金
額の計算上益金の額に算入する。ただし、その土地等が利用状況により
別途定められている「用途等による圧縮額」の対象となる場合には、こ
の圧縮額を控除した残額とする。
一号所有する土地等に係る当期末基準取得価額
二号所有する土地等に係る前期末基準取得価額（当期の中途におい
て取得した土地等については、取得時における基準取得価額と
する。）
ここに基準取得価額とは、本制度適用後における取得価額をいう。
（借方）土地×××（貸方）土地増価益×××
この土地増加益は、会計上では純資産の部の評価換算差額に計上され
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るべきものであるが、法人税法上は益金の額に算入する。
②評価滅がある場合
上記に掲げる一号の金額が二号の金額に満たない場合においては、そ
の満たない部分の金額は評価滅調整勘定とする。
（借方）土地評価減調整勘定×××（貸方）土地×××
この土地評価減調整勘定は法人税法の評価損の規定にならい損金の額
に算入しない。
ただし、この評価滅調整勘定は、次に述べる「用途による非課税」の
規定による圧縮積立金勘定の残額がある場合には、この残額と相殺す
る。評価滅調整勘定は圧縮積立金と同様純資産勘定である。
評価損を損金に算入すると投機リスクを税法がヘッジすることになっ
てしまうため、評価減額は政策的に損金としない。この評価滅調整勘定
の残高は売却時に売却損益で取り崩す。
（3）用途による非課税額について
各事業年度末日においてその所有する土地等が有効利用されていると
認められているものについては、土地増加額のうち一定の部分の金額に
ついて「増加益圧縮損」の繰り入れを認めるものとする
各事業年度末日においてその所有する土地等が有効利用されていると
認められているものについては、その土地等の所在する地域の都市計画
法の用途規制等を勘案の上有効利用されているものは減額し課税対象額
が生じないようにする。また投機的行為に結び付かないと考えられるも
のについては、圧縮限度額に特例的な割合を用いることができるものと，
する。
有効利用の判定は法人税における新規取得負債利子の損金不算入規定
の対象となるものを援用することとする。その保有が都市計画法に定め
る用途規制の制限に従っているかについても減額の対象とすることに
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よって、より合理的な都市計画が進むものと考えられる。
（借方）増価益圧縮損×××（貸方）増価益圧縮積立金×××
具体的には下記のようなものである。
①土地収用法により取得した土地等
②都市計画法及び農地法に定める一定のおうち及び採草放牧地
③地方公共団体等から取得した土地等で工業団地造成事業により造
成したもの
④森林法により認定を受けた森林施行計画の対象とされた土地等
⑤特定の宅地造成計画に関する事業のために取得した土地等
⑥下記に掲げる長期間にわたり事業の用に供されることが確実であ
るもの
ア．養殖池等漁業の用に供されている場合
イ．長期間にわたって使用される建物または構築物の敷地の用に供
される場合。ここにいう建物とは簡易建物以外の建物を言い、そ
の取得価額が3．3㎡あたり15万円以上のものをいい、構築物にあっ
ては耐用年数が20年を超えるものをいう。
有効利用している土地についてはこの「用途による非課税額」の規定
の適用を受ける。これにより既存設備の敷地の用に供されている土地等
についてはこの制度が導入されても現状と何ら変わることがなく、課税
されることはない。
（4）納税にっいて
この土地増価益課税制度は、土地に対する評価益を法人税法の所得金
額の計算に算入することによって課税することとする。このため法人税
の納税とともに申告納付することとなる。
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取得価額
100
時価会計導入による新土地税制の提言
t2時において評価増額が20あった場合
時価120土地増価
20
t2時において時価が120となった場合にはその増価額に対して下記の
仕訳を行い、土地の帳簿価額を増価させる。この土地増加益は法人税法
における当該事業年度の所得の金額の計算上益金の額に算入する。
（借方）土地20 （貸方）土地増価益20
土 地 土地増価益
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事例2
取得価額
100
t3時において評価増額が10あった場合
時価130時価120 土地増価益10
tlt2t3t3時において時価が130となった場合にはその増価額に対して下記の仕訳を行い、土地の帳簿価額を増価させる。この土地増加益は法人税法
における当該事業年度の所得の金額の計算上益金の額に算入する。
t3期末の基準取得価額は130となる。
（借方）土地10（貸方）土地増価益10
土 地 土地増価益
120
オ310
オ310
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事例3
取得価額
100
時価会計導入による新土地税制の提言
t4時において評価減額が15あった場合
t3時価130t3時価115
t2時価120 ””一””一一振価潔
－一』一一一一一一一一輯 整勘定
▲15
一一一一一一一一一一一一一
t1 t2 t3 t4
??前期末基準帳簿価額130
当期末基準帳簿価額115
評価減15
（借方）土地評価減調整勘定15（貸方）土地15
土 地 評価減調整勘定
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t5時において評価減額が10あった場合
t3日寺イ西130t3日寺イ面115
t2時価120 一一一一一一一一楠需一一
一一一一一一一一鼎一一一 t4時価105
”””“”「㍉評価減調
▲10 整勘定10
一一一一一一一一一一一一
???tt2t3
前期末基準帳簿価額115
当期末基準帳簿価額105
評価減10
（借方）土地評価減調整勘定
土地
t4 t5
10（貸方）土地10
評価減調整勘定
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事例5
時価会計導入による新土地税制の提言
t6時において評価増額が5あった場合
t3時価130t4時価115
t2時価120 一一一一一一一一骨－－「
需『一一一－一一一－一一 t5時価105
t6時価
10 ロー層一一一r＿＿＿
▲15
一桶帽一』一一一一一一一 一一一一嶋一一一一
20 ▲10 5
t1 t2 t3 t4 t5 t6
土地増価益
5
??前期末基準帳簿価額105
当期末基準帳簿価額110
評価益5
（借方）土地5 （貸方）土地増価益5
土 地 評価減調整勘定
25
土地増価益
オ65
一195一
藤浪英也
t1よりt6までの累計表示
t3日寺イ面ユ30 t4時価115
t2時価120
▲15
1
10
t5時価105
t6時価
▲1020
椿一一一一一一一
??
t1 t2 t3 t4 t5 t6
土 地 評価減調整勘定
tl
t2
t3
t6
100
20
10
5
土地増価益
t415
t510
t220
t310t65
原始取得価額100
課税済土地増価益35
累計評価減調整勘定▲25
t6時基準取得価額110
土地増価益は各期において
課税されるが評価減調整勘定
は、売却時に損金とする。
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事例6用途による非課税1
時価120
取得価額
100
土地増価益
20
t1 t2
?????????????（
（
（貸方）土地増価益
（貸方）増価益圧縮積立金
?????
土 地 土地増価益
増価益圧縮損
孟220
増価益圧縮積立金
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事例6－2
也
用途による非課税2
t3日寺イ面130
t4時価115
t2時価120 一甲¶『暦鼎層－一一一一 t6
一一一一一一一一rr一一 t5時価105
10 一甲輯『一『一一一一
▲15
一一幡一椚一一一一一一一 一一r糟一一一一一
20 ▲10 5
t1 t2 t3 t4 t5
6日寺イ面110
t6
t3
（借方）土地10（貸方）土地増価益10
（借方）増価益圧縮損10（貸方）増価益圧縮積立金10
適正な有効利用の場合には増価益圧縮損を計上する。
t4
（借方）土地評価減調整勘定15（貸方）土地15
（借方）増価益圧縮積立金15（貸方）土地評価減調整勘定15
評価減が発生した場合には増価益圧縮積立金は評価減調整勘定と相殺
する。
t5
（借方）土地評価減調整勘定10（貸方）土地10
（借方）増価益圧縮積立金10（貸方）土地評価減調整勘定10
t6
（借方）土地5（貸方）土地増価益5
（借方）増価益圧縮損5（貸方）増価益圧縮積立金5
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土 地 評価減調整勘定
t1100
t2
t3
t6
20
10
5
t415
t510
t415
t510！415渉510
増価益圧縮損 土地増価益
t220
t310
t65
t220
t310
t6 5
増価益圧縮積立金
オ415
オ510
t220
t310
t6 5
用途による非課税の規定の適用を受ける場合、土地増価益に対して圧
縮損が計上される。当該事業年度の所得の計算上益金に対して増価益圧
縮損勘定が計上されるため、土地増価益に対して課税さ衆ることはな
い。しかし、都市計画法の都市計画に則っていない利用については、と
の圧縮割合を調整することで都市計画の推進を図ることができるものと
期待できる。
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第5章まとめ
現行法人税法は企業会計の処理を基礎として課税が行われている。取
得原価主義会計を基礎とする現行土地税制にはいわゆる延納効果及びこ
れがもたらすロックイン効果がある。このため現行土地税制は投機的土
地取引を排除できない。このためには「会計の透明性」を求めた時価会
計の導入が必要であり、この論文は時価会計の土地税制への導入可能性
について吟味してみた。この提言は租税特別措置法によらず、現行の法
人税法の枠組みの範囲内で投機的土地取引を抑制しつつ、土地の流動性
を阻害しない土地税制が構築可能であることを実証した。
今後の課題としては、この制度の実行可能性を検証するためにさらな
る財政、金融、企業行動および合理的な都市計画を研究する必要がある
と思われる。
あとがき
この論文は、私の修士論文『物価変動会計論的アプローチによる投機
抑制効果を持つ土地税制の提言』を基礎として書き上げたものである。
筑波大学大学院において物価変動会計の世界的権威である故加古宜士先
生に師事したことは、私の人生に大きな転機をもたらせるものであった。
当時、加古先生は、筑波本校と東京校舎で院生の指導にあたっておら
れたが、筑波本校の講義の後、お疲れになっているのにもかかわらず、
私の修士論文のため時間を割いていただき、何度も竜ケ崎のご自宅で深
夜まで論文指導をしていただいた。「大・学者とはこういう先生を言うの
か。」私に再び研究の面白さ教えていただいた先生に対してそう思ったも
のでした。
まだ当時は会計ビックバン前夜であった。私も会計学を学んだ当初
は、物価変動会計に対して「そういう考え方もあるんだな。」としか認識
一200一
時価会計導入による新土地税制の提言
していなかった。それが今では時価会計という言葉がメディアに取り上
げられない日がないといっても過言ではないだろう。ある時ふと先生が
もらされた言葉が今でも心に残っている「物価変動会計の研究を始めた
ころは異端の学問といわれ相手にされなかったんだよ。」と。私はその時
少しでも会計学の素晴らしさをこれから新しい時代を拓く学生たちに伝
えたいと思いました。いまこうして白鴎の教壇に立っていられるのも、
あの日の情熱的な加古先生の指導を受けられたからこそと思っていま
す。惜しむらくはもう少し長生きをしていただいて、一より多く指導を受
けたかったと思います。
加古先生の三回忌に先生を偲び
注
（1）川崎市ホームページより引用（引用許諾済み）
ωω微of顔ゐαωαsαゐ盛ヵり／23／23オos勿¢／ho卸¢θ／孟osづ，¢一あゐαノ匁％わ3－5r2㌧h孟挽一
（2）税制調査会『土地税制見直しの基本課題』平成2年5月29日
（3）経済企画庁平成5年版『経済白書』p133
（4）前掲p136
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